
　 

（１）経営の健全性 

　 

（２）組　　織                     　（単位：人、％） 

R４年度 R５年度

決　 算 決　 算

7 7 0 －

323,850 322,059 ▲ 1,791 ▲ 0.55

4,688 4,532 ▲ 156 ▲ 3.33

（３）主要事業量の動向  （単位：百万円、％） 

R４年度 R５年度

決 　算 決 　算

3,502,850 3,479,961 ▲ 22,889 ▲ 0.65

651,331 647,770 ▲ 3,561 ▲ 0.55

275,136 303,268 28,132 10.22

5,956,537 5,700,432 ▲ 256,105 ▲ 4.30

45,117 43,637 ▲ 1,480 ▲ 3.28

33,010 26,526 ▲ 6,484 ▲ 19.64

12,099 17,111 5,012 41.42

53,800 55,068 1,268 2.36

（４）損　　益  （単位：百万円、％） 

R４年度 R５年度

決　 算 決　 算

43,357 42,979 ▲ 378 ▲ 0.87

22,239 22,600

51.29% 52.58%

10,674 9,910

24.62% 23.06%

4,348 4,566

10.03% 10.62%

40,404 39,620 ▲ 784 ▲ 1.94

2,955 3,362 407 13.77

4,962 5,198 236 4.76

4,294 3,920 ▲ 374 ▲ 8.71

3,284 3,002 ▲ 282 ▲ 8.59

7,776 7,953 177 2.28

　 

増減数

　当期剰余金

区　　分

うち共済事業

（同　　上）

うち信用事業

　事業管理費

うち購買事業

農　協　数

総組合員数

長期共済保有高

　事業利益

　事業総利益

（事業総利益に占める割合）

区　　　分

有価証券等※

（同　　上）
218 5.01

▲ 7.16▲ 764

　当期未処分剰余金

　経常利益

　税引前当期利益
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令和５事業年度   県下７ＪＡの決算状況

より０．２６％下降）、農業協同組合法による業務改善命令等の対象である４％、ＪＡバンク基本方針

1.62

販売品販売高

購買品供給高

区　　　分

（うち生産資材）

（うち生活資材）

※有価証券等には、金銭の信託を含む。

による経営改善の発動基準である８％は十分に確保されている。

   経営の健全性を表す指標の一つである自己資本比率は、県計で１７．４２％であり（前事業年度

増減率

増減率

増減額 増減率

増減額

職　員　数

貯　　　　　金

貸　　出　　金


